


（1）担い手
　本県の総農家数は７２，９５７戸（平成２２年）、農業就業人口は７１，７９１人（平成２２年）で、このう
ち基幹的農業従事者は５８，６８１人となっており、平成２年から２２年の２０年間で約３８％減少して
います。基幹的農業従事者の年齢構成は、６５歳以上の割合が約６４％と全国の６１％を上回り、
高齢化が進んでいます。一方、３９歳以下の割合は約４％と若年層が少ない構成となっています。

　農業経営法人化相談窓口の設置や税理士などの法人化推進スペシャリストによる経営改善の
アドバイスなど、法人化の支援により、農業法人は平成２６年度末には７２２法人となり、平成２２
年度末の４５２法人から大幅に増加しています。
　また、地域農業の担い手である認定農業者は、経営改善指導を行った結果、平成２６年度末に
は４，８４０経営体が育成されています。
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　就農相談窓口の設置や休日就農相談会などの開催、就農希望地で実践的な就農研修を行う
明日の農業担い手育成塾設置などの就農支援により、新規就農者は平成２２年度以降、毎年度
２５０人を上回り、平成２７年度は２８６人となっています。経営類型別では野菜が全体の約７割を
占めています。なお、毎年度、新規就農者のうち６割程度が３９歳以下となっています。

　担い手が減少している地域の新たな担い手として期待される株式会社やＮＰＯ法人などの農
業参入は、ワンストップ相談窓口の設置や研修会の開催などの農業参入支援により、平成２２年
度末の２７企業等から平成２６年度末には８５企業等まで増加しています。
　地域ぐるみで営農を行う集落営農は高齢化などにより８２組織（平成２６年度）と徐々に減少し
ていますが、このうち法人化している組織の割合は２４．４％と増えてきています。
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（2）農地
　本県の農地（耕地）面積は７６，３００ｈａ（平成２７年）であり、県土面積の約２０％を占めています。
また、農業の振興を図ることが必要であると認められる地域として位置付けている農業振興地
域における農用地区域内の農地面積は６４，８１３ｈａ（平成２６年）となっています。
　農業振興地域における農用地区域内の農地のうち、３０ａ以上の区画に整備されている水田の
整備率は、約５４％（平成２６年度）と全国平均の約６３％を下回っています。

　遊休農地解消面積は担い手や農業参入した企業等への農地集積、市民農園としての利用な
ど地域の特色を生かした取組により、平成２１年度以降、毎年４００ｈａ程度となっています。一方、
高齢化や土地持ち非農家の増加などにより新たな遊休農地も発生しており、遊休農地面積全体
は３，７１９ｈａ（平成２６年）と少しずつ増加しています。

8
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　農家１戸当たりの耕地面積は１．０９ｈａ（平成２２年）で、全国（都府県）の平均１．39ｈａを下回
っています。一方、５ｈａ以上の経営規模の販売農家数は平成１７年の４８１戸から平成２２年には
６９２戸と増加し、経営の規模拡大が着実に進んでいます。
 地域の中心となる担い手を明確にして農地集積の進め方を取りまとめた計画である人・農地プ
ランは１７５地区（平成２６年度末）で作成されています。このプランに基づき平成２６年度から始
まった農地中間管理事業やほ場整備などを活用し、担い手への農地の集積・集約化に取り組ん
でいます。
　農地の担い手への利用集積率は平成２２年度の２０．６％から平成２６年度には２４．３％と高まっ
ています。
　米麦等の土地利用型農業では経営規模が５０ｈａ以上という大規模な農業経営体が育成され
ています。

　これまで育成してきた農業法人が発展していけるよう、経営力向上の取組を支援してい
くとともに、地域の担い手を確保するため引き続き新規就農者の確保や法人化の支援を行
う必要があります。
　また、農業就業人口が減少する中で、女性農業者や企業など多様な担い手を育成するこ
とも重要です。
　さらに、農業生産の基盤となる優良な農地を確保するとともに、農業基盤の整備や担い
手への農地集積・集約化を進めていく必要があります。

農林水産省「耕地及び作付面積統計」、「農林業センサス」

全国平均（都府県） 1.39

農家一戸当たりの耕地面積の推移 農地利用集積率の推移

県農業ビジネス支援課調べ
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（1）農産物の作付状況
　本県では冬期の日照時間が長く、温暖な気候条件を生かすとともに、秩父などの山間地から
中央部の丘陵地、東部や南部の低地まで変化に富んだ地勢にあった特色ある地域農業が展開さ
れ、野菜、米、畜産、花き、果樹、茶など多彩な農産物が生産されています。

　平成２６年の作付延べ面積は６８，４００ｈａで、近年の耕地利用率（耕地面積に対する作付延べ
面積の割合）は９０％をやや下回る程度で推移しています。

2

10

農産物の生産

本県の作付延べ面積と耕地利用率の推移

農林水産省 「耕地及び作付面積統計」
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本県の品目別産出額の全国順位（平成２６年）

農林水産省調べ

　首都圏に位置する本県の強みを生かし、生産拡大や高付加価値化など収益性の高い農
業の確立に向け、生産者の取組を支援していく必要があります。
　また、消費者の需要に応じた農産物を安定的に供給できる産地体制を整備する必要が
あります。 

＊このほかにも、みずな、チンゲンサイなど多くの品目が生産されている。

ねぎ かぶ きゅうり パンジー ゆり

埼玉 新潟 埼玉 群馬

チューリップ 洋ラン(鉢)
１位 埼玉 埼玉 埼玉 埼玉 北海道 千葉 千葉 宮崎 埼玉 新潟 新潟 愛知

ほうれんそう さといも こまつな ブロッコリー えだまめ

青森 埼玉

神奈川 埼玉 埼玉 埼玉
３位 茨城 茨城 千葉 東京 愛知 埼玉 京都 福島 静岡 高知 富山 福岡
２位 千葉 千葉 宮崎 茨城

山形 宮崎 福岡 千葉
５位 北海道 岐阜 鹿児島 群馬 長野 山形 滋賀 千葉 千葉 北海道 北海道 静岡
４位 大分 群馬 愛媛 福岡 香川 群馬
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県農業ビジネス支援課調べ

（1）農産物等の供給
　本県は７２５万人の県民を含む首都圏４，３００万人の人口を擁する大消費地に位置しています。
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産農産物サポート店の登録を推進するなど地産地消に取り組んでいます。県産農産物コーナー
は５０１店舗（平成２６年度）に設置され、県産農産物サポート店は２，２８６店舗（平成２６年度）が登
録されています。
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（3） 農商工連携・６次産業化
　本県は製造品における食料品の出荷額が１兆４，１３８億円（平成２５年）で全国第３位と全国有
数の「食品産業立地県」です。この強みを生かし、農産物の需要拡大や収益性の高い農業経営
体を育成するため、農産物の高付加価値化につながる農商工連携や６次産業化の取組を支援し
ています。県産農産物を原料とした農商工連携による地域商品の開発数は平成２２年度までの
３１２商品から平成２６年度までには５４８商品に増加しています。６次産業化により開発された農
産加工品は平成２６年度までに２６３品目となっています。

（4） 食の安全・安心
　食品の不適正表示、農産物の農薬残留や放射性物質などの問題により、農産物への消費者の
信頼が揺らいでおり、その安全・安心の確保が一層重要になっています。
　また、環境に配慮した持続可能な農業の取組についても社会的な関心が高まっています。
　本県では、農産物の安全性をより高めるため、生産や流通段階での安全性のチェックや生産
工程管理（ＧＡＰ）の取組を推進しています。ＧＡＰの実践集団数は着実に増加しており、平成２６
年度までに２７集団が取り組んでいます。
　また、食品表示法に基づく食品表示の適正化を図るため、食品表示調査員による店頭調査を
毎年２，０００件程度行っています。

14

６次産業化により開発された農産加工品数

（注）食品表示調査員から提供された情報のうち適正な表示をしていた店舗の割合
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　東京電力福島第一原子力発電所の事故に伴う放射性物質の影響を確認するため、県産農産
物等に対する放射性物質の分析調査を行うとともに、その結果を公表することにより風評被害
の防止を図っています。平成２６年度には１３０品目、８２１検体の農産物等を調査したところ全て
が基準値を下回っています。

　今後も消費地にある本県の強みを生かし、農商工連携や６次産業化を進めるとともに、
医療、福祉などの異業種とも連携を図るなど、県産農産物を活用した新たな商品の開発を
促進する必要があります。また、消費者に支持される県産農産物を提供するため更なる安
全・安心な農産物の生産・供給に向けた取組を展開する必要があります。
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（1） 面積・蓄積
　本県の森林面積は１２１，２６０ｈａ（平成２３年度末）で県土面積の３２％を占めています。所有形
態別に見ると、国有林が１０％、民有林（県営林、市町村有林、私有林等）が９０％となっています。
また、これらの森林に蓄えられた立木の材積は３，３２７万㎥（平成２３年度末）となっています。

　山地や丘陵はスギやヒノキの成長に適しており、植林が盛んに進められた結果、民有林にお
ける人工林の割合は５３％で全国平均４１％を上回っています。これらの人工林の約８割が木材と
して利用可能な林齢に達している一方、木材価格の低迷などにより伐採される人工林が少なく、
再造林される面積が極端に少ない「森林の高齢少子化」が進んでいます。
　森林は高齢になると二酸化炭素の吸収能力が低下します。

4
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県森づくり課調べ

保安林の種類 面積 （ｈａ） 割合 （％）

かん

水源涵養

土砂流出防備

土砂崩壊防備

防風

干害防備

防火

魚つき

保健

風致

合計

３８，０６２

　９，３４３

　　　３４６

　　　　５１

　　　９６７

　　　　　１

　　　　３５

　６，６０３

　　　　　２

４７，９６８

７９

１９

　１

　０

　２

　０

　０

１４

　０

注１　割合は全保安林面積に対するものであり、２種類以上の保安林指定があるため合計は100％を超える。
注２　合計欄は保安林区域の実面積

　また、森林の４０％に当たる４７，９６８ｈａ（平成２６年度末）が、水源涵養、土砂流出防備などの機
能をより高度に発揮すべき森林として保安林に指定されています。

　森林を育て健全に維持していくため、間伐を中心とした森林整備を平成２３年度から平成２６
年度の４年間で９，４４５ｈａ実施しています。間伐については、従来の切り捨て間伐から搬出間伐
の割合が高まり、木材生産の一翼を担っています。
　また、飛散するスギ花粉を減らすため、発生源対策を行ったスギ林は平成２２年度末に２，８００
ｈａであったものが、平成２６年度末には４，８３８ｈａに増加しました。

保安林の種類別面積 （平成26年度末現在）

森林整備面積の推移 花粉発生源対策を行ったスギ林面積の推移

県森づくり課調べ 県森づくり課調べ
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（2） 地域ごとの状況
　東京都や山梨県、長野県との県境に位置する県西部の奥地林には、シラビソ林やオオシラビ
ソ林、コメツガ林など学術的に貴重な原生林が広がっています。
　一方、奥地の人工林では、手入れの遅れ等により荒廃が危惧される人工林が見受けられるた
め、水源涵養機能などの森林の公益的機能を持続的に発揮できるよう、県や市町村などにより
針葉樹と広葉樹が混じり合った針広混交林化が進められています。また、シカによる植栽木や下
層植生の食害、クマによる剝皮被害が増加し、林地の荒廃や枯損木の発生が見られます。
　県西部から県北部にかけての山地や丘陵地では広く人工林が分布し、間伐などの林業の施業
が行われています。しかし、材価の低迷などから森林所有者の林業への関心は低下し、皆伐はほ
とんど行われていない状況です。また、シカによる被害が山地や丘陵地まで拡大しています。
　里山地域の森林やコナラ、クヌギなど武蔵野の雑木林として親しまれてきた平地林は、かつて
は燃料（薪炭）やたい肥の原料供給の場として利用され、手入れが行き届いていました。しかし、
現在はこれらの利用が少なくなり、竹林の拡大やササの繁茂が見られるなど手入れの行き届か
ないものや他用途へ転用されるものも多くなっています。

18

　水源涵養や土砂災害防止、二酸化炭素吸収・貯蔵、生物多様性保全、気候緩和等快適環
境の形成など森林が持つ多面的機能に応じた適切な森林整備を図ることが重要です。特
に人工林においては、将来に適正な森林資源を残すとともに、高齢な森林は若い森林に比
べ二酸化炭素の吸収量が劣ることから地球温暖化防止の観点からも、利用可能な林齢に
達している森林を伐採して利用し、跡地への再造林とその後の保育を確実に実施していく
ことが必要です。
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かん
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べ二酸化炭素の吸収量が劣ることから地球温暖化防止の観点からも、利用可能な林齢に
達している森林を伐採して利用し、跡地への再造林とその後の保育を確実に実施していく
ことが必要です。

かん

かん
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（1） 所有形態と担い手
　私有林の所有規模は１ｈａ以上を所有する林家の７９％が５ｈａ未満（平成２２年）であるなど、小
規模となっています。こうした中、森林所有者の森林への関心の低下や世代交代により、所有界
が不明となる森林の増加が懸念されています。
　また、林業従事者については、昭和４０年には２，１２５人でしたが、平成１７年には２６８人まで
減少しました。しかし、緑の雇用制度の活用などにより人材の育成に努めた結果、平成２２年は
５３３人まで回復しました。

（2） 生産基盤
　森林の適切な管理や林業の生産性の向上を図る上で不可欠な森林管理道の整備を進めた結
果、平成２６年度末までに延べ８８１ｋｍが開設されました。また、森林管理道に接続する作業道の
開設を積極的に支援した結果、平成２２年度末に１９８ｋｍだった延長は平成２６年度末までに４３１
ｋｍになりました。
　複数の作業を実施でき、作業効率の高い高性能林業機械の導入を推進した結果、平成１１年
度末に７台であったものが平成２６年度末には４７台と大幅に増加しています。
　また、境界を明確にして、一定範囲の森林をとりまとめ、作業道の開設や森林整備が効率的に
行えるようにした施業の集約化・団地化を推進し、平成２３年度からの４年間で９，１４８ｈａの森林
が集約化・団地化されました。

5 林業の構造

県森づくり課調べ

集約化・団地化された森林面積の推移

県森づくり課調べ

作業道延長の推移
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（3） 木材
　国産木材の価格は昭和５０年代半ば以降、低価格な輸入木材の増加等の影響を受けて長期に
わたって低迷しており、林業の採算性は低位で推移しています。しかし、近年は輸入木材と国産
木材の価格は拮抗し国産材の需要が高まっているため、木材自給率は３割台（平成２６年）に回復
しています。
　県産木材の供給量（素材生産量）は、平成１０年度には３１，０００㎥まで低下していましたが、林
業の機械化や路網の整備を進めた結果、平成２４年度には８４，０００㎥まで増加しました。しかし、
ここ数年は横ばい傾向で推移しています。
　県産木材を５０％以上使用した住宅戸数は、平成２６年度末までに２，７２３戸まで増加しました。

20

　住宅や公共施設等での県産木材の利用拡大や未利用木質資源の利用推進を図るととも
に、良質な県産木材を安定的に供給する体制の整備が必要です。
　また、木材価格が低迷する中、林業生産性を高め持続的な林業経営が展開できるよう、
経営能力が高い人材・事業体の育成を図るほか、一層の生産基盤の整備や多様な森林資
源を生かした森林産業の育成を支援する必要があります。

県森づくり課調べ

スギ中丸太 ヒノキ中丸太 ベイツガ丸太
（輸入木材）
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（1） 農山村の現状
　本県の農山村は山地から平地まで地勢に富んでおり、その特長を生かした多彩な農林業が展
開されています。
　農山村地域の人口は、平成１２年の１５１万人から平成２２年には１４６万人に減少しています。
また、農山村地域では、人口に占める６５歳以上の割合が２３．８％（平成２２年）と県全域の２０．４％
を上回っており、人口が集中する都市地域に比べて人口減少、高齢化が進んでおり、農山村の維
持、地域活動への影響が懸念されています。

（2） 農林業・農山村の多面的機能
　農林業・農山村は農林産物や木材の生産・供給のほか、県土・自然環境の保全、水源涵養、良
好な景観の形成、教育や体験の場の提供、地域の伝統文化の継承など、県民の日常生活に深く
関わる様々な分野で多面的な機能を有し、県民共通の財産となっています。
　県内には市民農園が２１７か所（平成２６年度末）設置され、県では農業の楽しさを体験してもら
うために市民農園の利用を促進しており、１３，０２４世帯が利用しています。
　また、健全な森林を次世代に引き継ぐために森林ボランティア活動を支援しています。森林ボ
ランティア活動を行っている企業・団体数は１８０団体（平成２６年度末）となっており、県民による
農山村振興への活動が積極的に行われています。

※１人口集中地区：人口密度が1平方キロメートル当たり4,000人以上の基本単位区等が互いに隣接し、　
　　　　　　　　各基本単位区の人口が5,000人以上である地域
※２農山村地域：上記「人口集中地区」以外を農山村地域とした

6 農山村

県森づくり課調べ

総務省「国勢調査」

かん

森林ボランティア活動に参加する
企業・団体数の推移

県農業ビジネス支援課調べ

市民農園設置数及び利用世帯数の推移

○農山村地域の人口減少
　県内人口

○農山村地域の高齢化
　　　人口に占める65歳以上の割合

192

12,031

200

214
210

217

H22 H23 H24 H25 H26
180 10,000

11,000

12,000

13,000

14,000

190

200

210

220
（か所） （世帯）

12,156

12,718 12,856
13,024

利用世帯数市民農園設置数

第Ⅰ章　埼玉農林業・農山村の姿

H12 H22 H12 H22
県全域 694万人 719万人 県全域 12.8% 20.4%
人口集中地区 543万人 573万人 人口集中地区 11.8% 19.5%
農山村地域　 151万人 146万人 農山村地域 16.5% 23.8%



　さらに、子供達が農業を身近に感じるように学校ファームを県内全ての公立小中学校１，２３０
校（平成２６年１１月現在）に設置し、学校教育における農業体験活動を推進しています。

（3） 農山村の地域資源
　本県の農山村は、特色ある農林産物、加工品、伝統文化、美しい景観など豊かな地域資源が
あります。
　本県は都心からのアクセスが良いといった地域特性を生かして観光農園が盛んで、３４０の観
光農園（平成２５年度）があります。
　また、農山村の食文化を伝承する「ふるさとの味伝承士」が平成２６年度までに３７７人認定され、
地元農産物を使用した食文化の普及に貢献しています。
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県農業ビジネス支援課調べ

県農業支援課調べ

学校ファームの設置状況の推移

ふるさとの味伝承士認定者数の推移 地域の食文化を伝える「ふるさとの味伝承士」
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（4） 野生鳥獣害
　近年、シカやサルなどの野生鳥獣の生息域の拡大等を背景として、野生鳥獣による農作物や
森林への被害が深刻化し、農作物の被害金額は年間１億４，２４８万円（平成２６年）となっています。
森林ではシカによる被害が全体の８割を占めており、枝葉や下層植生が消失するなど被害が発
生するとともに、土砂流出などによる山地災害の発生が危惧されています。野生鳥獣による被
害は農林業者の生産意欲を低下させ、遊休農地の発生や人工林の管理低下につながるなど、農
林業や農山村の暮らしにも影響を及ぼしています。

　県では、野生鳥獣の行動域や生態の分析により、効果的な侵入防止柵の開発などを行うとと
もに、研修会の開催により、被害防止対策の普及や定着を図っています。
　また、県内２６市町村（平成２６年度）では鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止のための
特別措置に関する法律に基づく被害防止計画を策定しており、地域における野生鳥獣による農
林業被害の実態を調査するとともに、被害防止対策や情報提供等を行っています。

県農業支援課調べ

野生鳥獣による農作物被害の推移

　都心から近く、豊かな自然に恵まれた本県の農山村は、都市と田園の魅力を併せ持って
おり、本県のみならず首都圏一帯の財産であるため農山村の多様な資源の有効活用を促
進し、多面的機能を維持し発揮していく必要があります。
　また、地域資源の活用による農林業を核とした活力ある農山村の創生を推進し、本県の
農山村の魅力を高めていく必要があります。
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埼玉農林業の基本指標
◆農業◆

総農家
販売農家

　主業農家
　準主業農家
　副業的農家

自給的農家
農業就業人口
基幹的農業従事者数
農業法人数　　＊4
耕地面積

　田
　畑

１戸当たり耕地面積
耕地利用率
農業産出額 ＊2

　米
　野菜
　畜産

生産農業所得
生産農業所得率 ＊3

カロリーベース
生産額ベース

＊1 注釈の無い項目は農林水産省調べ。
＊2 農業産出額及び生産農業所得の全国値は都道府県の合計値とは異なる。

なお、全国比率は都道府県の合計に対する割合である。
＊3 生産農業所得率：農業粗収益に対する農業所得（物的経費等を考慮したもの）の比率のこと。

生産農業所得率＝（農業粗収益－物的経費－間接税＋経常補助金）÷農業粗収益×100
＊4 県農業支援課調べ。

＊このほかにも、みずな、チンゲンサイなど多くの品目が生産されている。 （農林水産省調べ）

◆林業◆

林家 ＊1
森林面積 ＊2

　天然林
　人工林
　その他

◆関連産業◆

有人直売所設置か所数
有人直売所販売金額

卸売市場数 ＊1

卸売市場取扱金額 ＊1

食料品製造出荷額 ＊2
　惣菜
　アイスクリーム
　和風めん
　野菜漬物
　清酒

農
家

法人 800 - - - 平成27年3月31日
人 50,812 1,753,764 2.9 14

平成27年2月1日

3.0
14
18

11 －

全国

2,155,082
1,329,591
293,928
257,041

7,518

2.09
91.8

14,343
83,639

64,178

2.8

2.8
2.6

27,435
58,575

76,300

2,096,662

4,496,000
2,446,000
2,050,000

2.8 12

－

ha

時点

平成26年

平成27年3月31日

289 1.0

－

2.8

1,902 2.3 17
350

平成25年度（概算値）

平成27年7月15日

平成27年

7,258

全国
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778,622
825,491

2.4

44
－ 43

39
65

2.3 17

3.3 8
12

1.7 17

41

31
22,421

42,300 1.7 23
34,000 1.7 13

21

0.9

16

22
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33.8

28,319
33.9

967 4.3 6

順位

作物別産出額の全国順位（平成26年産）
ねぎ

項　目 単位 埼玉県
本県の地位

時点全国比率
(%) 順位

耕
地

戸

人

ha

ha
％

9

1.19 － －
88.8 － 22

8
36,743

21,967
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（＊1：農業ビジネス支援課調べ、全国は農林水産省調べ　　＊2：経済産業省「工業統計表（品目編）」）

－

平成24年3月31日
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－71,032
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3.6

3
2
2

15,083
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13,429,342
10,289,403
1,362,645

（＊1：農林水産省「農林業センサス」　＊2：県森づくり課調べ、全国は農林水産省調べ）

平成22年2月1日
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埼玉 新潟 埼玉 群馬

チューリップ 洋ラン(鉢)
１位 埼玉 埼玉 埼玉 埼玉 北海道 千葉 千葉 宮崎 埼玉 新潟 新潟 愛知

ほうれんそう さといも こまつな ブロッコリー えだまめ

青森 埼玉

神奈川 埼玉 埼玉 埼玉
３位 茨城 茨城 千葉 東京 愛知 埼玉 京都 福島 静岡 高知 富山 福岡
２位 千葉 千葉 宮崎 茨城

山形 宮崎 福岡 千葉
５位 北海道 岐阜 鹿児島 群馬 長野 山形 滋賀 千葉 千葉 北海道 北海道 静岡
４位 大分 群馬 愛媛 福岡 香川 群馬


